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　環境省は福島環境再生事務所

・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和3年9月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．9月単月
　　請負金額が大幅な減少

（金額単位：億円）

令和3年度 令和2年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比－9.0％の14,859件、請負金
額が－21.7％の6,842億円となった。

件　数 14,859 16,321 -1,462 -9.0%

請負金額 6,842 8,734 -1,892 -21.7%

保証金額 2,758 3,572 -814 -22.8%
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　２．4月～9月累計
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

増減率

-3.7%

-10.7%

令和3年度

76,029

49,155

令和2年度

78,917

55,059

21,450 -10.5%

増　　減

-2,888

-5,904

件　数

請負金額

　９月までの取扱は、件数が前年同期比－3.7％の76,029件、請負
金額が－10.7％の4兆9,155億円となっている。

保証金額 19,190 -2,259
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Ⅱ．発注者別状況

　１．9月単月
　　国で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　環境省、国土交通省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－７４８億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－１４０億円）などで
　減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　国立高等専門学校機構などで減少したものの、都市再生機構などで増加した。

（Ｃ）都道府県
　東京、神奈川などで増加したものの、宮城、群馬などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　富山、三重などで増加したものの、千葉、宮城などで減少した。
　千葉は成田市（－３３億円）などで、宮城は石巻市（－５８億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　名古屋高速道路公社などで減少した。

（Ｆ）その他

　日本下水道事業団などで減少した。

地 方 公 社 80 80 0 -0.3%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 2,812 3,022

宮城（-103）

-209 群馬（-59）

名古屋高速道路公社（-6）

都市再生機構（106）

東京（63） 神奈川（19）

富山（51） 三重（24）

宮城（-65）

千葉（-107）

国立高等専門学校機構（-32）

日本下水道事業団（-56）そ   の   他 240 371 -131 -35.3%

6,842 8,734 -1,892 -21.7%

　独立行政法人等で堅調な増加となったものの、国、その他で著しい減少、市区町村で２桁の減少、都道府県
で低調、地方公社でも微減となったため、全体としても－21.7％の減少となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  

環境省（-747）

国土交通省（-260）

2,399 2,907 -508

-6.9%

-17.5%

5.2%

請 負 金 額
増減額 増減率

574 546 28

国 735 1,806 -1,071 -59.3%

その他 371（4.3%） その他 240（3.5%）

地方公社 80（0.9%） 地方公社 80（1.2%）

市区町村 2,907（33.3%）
市区町村 2,399（35.1%）

都道府県 3,022
（34.6%）

都道府県 2,812
（41.1%）

独法 546（6.3%）

独法 574（8.4%）

国 1,806（20.7%）

国 735（10.7%）
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　２．4月～9月累計
　　国、独立行政法人等で2桁の減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

東京（-449） 岩手（-327）

福島（-293）

6

（Ａ） 国
　防衛省などで増加しているものの、環境省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－１，４９６億円）などで減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで増加しているものの、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで
　減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、東京、岩手、福島などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　神奈川、東京などで増加しているものの、宮城、愛知などで減少している。
　宮城は石巻市（－１８４億円）などで、愛知は常滑市（－７０億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　東京都道路整備保全公社などで減少しているものの、神奈川県住宅供給公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　鹿島地方事務組合などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

宮城（-489） 愛知（-296）

　地方公社で堅調な増加となったものの、国、独立行政法人等、その他で２桁の減少、都道府県、市区町村で
も低調となったため、全体としても－10.7％の減少となっている。

鹿島地方事務組合（72）
東京二十三区清掃一部事務組合
（-99）

合         計 49,155 55,059 -5,904 -10.7%

そ   の   他 2,481 2,784 -302 -10.9%

東京都道路整備保全公社（-24）

神奈川（263） 東京（137）

地 方 公 社 571 538 33 6.3% 神奈川県住宅供給公社（54）

市 区 町 村 17,274 19,043 -1,768 -9.3%

-935 -5.9% 愛知（286） 岐阜（266）

独 立 行 政
法 人 等

6,153 7,617

都 道 府 県 15,000 15,935

都市再生機構（-680）

請 負 金 額

-1,464 -19.2%
鉄道・運輸機構（-350）

防衛省（59） 環境省（-1,490）

中日本高速道路（125）

国 7,673 9,140 -1,466 -16.0%

増減額 増減率 主    な   増    加 主    な   減    少
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その他 2,784（5.1%） その他 2,481（5.0%）

地方公社 538（1.0%） 地方公社 571（1.2%）

市区町村 19,043（34.6%）
市区町村 17,274（35.1%）

都道府県 15,935
（28.9%） 都道府県 15,000

（30.5%）

独法 7,617（13.8%）

独法 6,153（12.5%）

国 9,140（16.6%）

国 7,673（15.6%）
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．9月単月
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 1,338 2,612 -1,273 -48.7% 山形（46） 1 福島（-820） 宮城（-256） 5

関   東 3,086 3,261 -175 -5.4% 東京（154） 1 千葉（-121） 群馬（-85） 6

甲信越 533 713 -179 -25.2% 山梨（3） 1 長野（-120） 新潟（-62） 2

北   陸 408 349 59 17.0% 富山（24） 福井（20） 3 0

東   海 1,347 1,589 -242 -15.2% 0 愛知（-115） 静岡（-75） 4

その他 127 209 -81 -38.9% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 6,842 8,734 -1,892 -21.7% 6

（Ａ） 東北地区

　山形で増加したものの、福島、宮城などで減少した。

　福島は国（－７５６億円）などで、宮城は市町村（－１０３億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　東京で増加したものの、千葉、群馬などで減少した。

　千葉は市町村（－１０９億円）などで、群馬は県（－５９億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加したものの、長野、新潟で減少した。

　長野はその他（－７６億円）などで、新潟は市町村（－３３億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　全ての県で増加した。

　富山は市町村（＋５１億円）などで、福井も市町（＋１４億円）などで増加した。

（Ｅ）東海地区

　全ての県で減少した。

　愛知は国（－４３億円）などで、静岡は市町（－５８億円）などで減少した。

　北陸で２桁の増加となったものの、東北で著しい減少、甲信越で大幅な減少、東海で２桁の減少、関東でも低調と
なったため、全体としても－21.7％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額
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東海 1,589（18.2%）
東海 1,347（19.7%）

北陸 349（4.0%）
北陸 408（6.0%）

甲信越 713（8.2%）
甲信越 533（7.8%）

関東 3,261（37.3%）

関東 3,086（45.1%）

東北 2,612（29.9%）

東北 1,338（19.6%）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

前年度 当年度

地区別取扱高（当月）億円

地区別増減状況（当月）億円

（ ）内は構成比

-5-



　２．4月～9月累計
　　東北で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 10,156 13,858 -3,702 -26.7% 青森（143） 山形（127） 2 福島（-2,154） 宮城（-830） 4

関   東 21,195 22,680 -1,484 -6.5% 神奈川（991） 埼玉（244） 2 東京（-1,875） 千葉（-326） 5

甲信越 4,525 4,585 -60 -1.3% 山梨（106） 新潟（7） 2 長野（-174） 1

北   陸 3,365 3,517 -152 -4.3% 富山（60） 1 福井（-203） 石川（-9） 2

東   海 8,797 9,353 -556 -5.9% 岐阜（103） 三重（65） 2 静岡（-624） 愛知（-100） 2

その他 1,114 1,062 51 4.9% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 49,155 55,059 -5,904 -10.7% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加しているものの、福島、宮城などで減少している。

　福島は国（－１，５８９億円）などで、宮城は市町村（－４８９億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉などで増加しているものの、東京、千葉などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，３６５億円）などで、千葉も独立行政法人等（－２２０億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨、新潟で増加しているものの、長野で減少している。

　長野はその他（－１６８億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１６８億円）などで、石川も独立行政法人等（－９０億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜、三重で増加しているものの、静岡、愛知で減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３６４億円）などで、愛知は市町村（－２９９億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で大幅な減少、関東、北陸、東海で低調、甲信越でも微減となったため、全体としても－10.7％の減少となっ
ている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 1,062（1.9%） その他 1,114（2.3%）

東海 9,353（17.0%） 東海 8,797（17.9%）

北陸 3,517（6.4%） 北陸 3,365（6.8%）

甲信越 4,585（8.3%） 甲信越 4,525（9.2%）

関東 22,680（41.2%）
関東 21,195（43.1%）

東北 13,858（25.2%）

東北 10,156（20.7%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（9月単月）

令和2年度
（9月単月）

令和3年度
（4月～9月累計）

令和2年度
（4月～9月累計）

青　 　　森 223 236 -13 -5.6% 1,455 1,312 143 10.9%
岩　 　　手 134 273 -139 -50.9% 1,630 2,414 -783 -32.5%
宮　 　　城 216 473 -256 -54.2% 1,916 2,746 -830 -30.2%
秋　 　　田 115 206 -90 -43.7% 951 1,156 -205 -17.8%
山　 　　形 222 176 46 26.2% 1,309 1,181 127 10.8%
福　 　　島 425 1,246 -820 -65.8% 2,892 5,046 -2,154 -42.7%
茨　　 　城 431 460 -28 -6.2% 2,151 2,400 -249 -10.4%
栃　　 　木 156 212 -56 -26.3% 1,329 1,545 -215 -14.0%
群　　 　馬 174 259 -85 -32.7% 1,190 1,243 -53 -4.3%
埼　　 　玉 454 463 -8 -1.9% 2,862 2,618 244 9.3%
千　 　　葉 369 491 -121 -24.7% 2,326 2,653 -326 -12.3%
東　　 　京 911 756 154 20.4% 6,484 8,359 -1,875 -22.4%
神　奈　川 587 616 -29 -4.8% 4,851 3,859 991 25.7%
山　　 　梨 191 187 3 2.0% 935 829 106 12.8%
長　　 　野 137 258 -120 -46.9% 1,619 1,793 -174 -9.7%
新　 　　潟 205 268 -62 -23.3% 1,970 1,963 7 0.4%
富　 　　山 144 120 24 19.9% 954 894 60 6.7%
石　　 　川 155 141 14 10.3% 1,262 1,271 -9 -0.7%
福　 　　井 107 87 20 23.7% 1,149 1,352 -203 -15.0%
静　 　　岡 456 531 -75 -14.1% 2,514 3,139 -624 -19.9%
愛　　 　知 464 580 -115 -20.0% 3,382 3,482 -100 -2.9%
岐　　 　阜 206 248 -42 -16.9% 1,724 1,621 103 6.4%
三　　 　重 219 228 -8 -3.9% 1,176 1,110 65 5.9%
そ　の　他 127 209 -81 -38.9% 1,114 1,062 51 4.9%
合　　　計 6,842 8,734 -1,892 -21.7% 49,155 55,059 -5,904 -10.7%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．9月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 243 3.6% 267 3.1% -23 -8.8% 0.5
2,000万円未満 493 7.2% 524 6.0% -30 -5.9% 1.2
5,000万円未満 1,403 20.5% 1,546 17.7% -143 -9.3% 2.8
小    計 2,140 31.3% 2,338 26.8% -197 -8.5% 4.5
１億円未満 1,400 20.5% 1,595 18.3% -194 -12.2% 2.2
２億円未満 1,113 16.3% 1,247 14.3% -133 -10.7% 2.0
５億円未満 973 14.2% 1,421 16.3% -447 -31.5% -2.1
小    計 3,487 51.0% 4,264 48.8% -776 -18.2% 2.2
１０億円未満 434 6.4% 474 5.4% -40 -8.4% 1.0
１０億円以上 779 11.4% 1,657 19.0% -878 -53.0% -7.6
小    計 1,213 17.7% 2,132 24.4% -918 -43.1% -6.7
合    計 6,842 100.0% 8,734 100.0% -1,892 -21.7%

２．4月～9月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 1,247 2.5% 1,343 2.4% -96 -7.2% 0.1
2,000万円未満 2,341 4.8% 2,403 4.4% -61 -2.6% 0.4
5,000万円未満 6,454 13.1% 6,630 12.0% -176 -2.7% 1.1
小    計 10,042 20.4% 10,376 18.8% -334 -3.2% 1.6
１億円未満 7,163 14.6% 7,294 13.2% -130 -1.8% 1.4
２億円未満 7,777 15.8% 7,496 13.6% 280 3.7% 2.2
５億円未満 8,731 17.8% 9,565 17.4% -833 -8.7% 0.4
小    計 23,672 48.2% 24,356 44.2% -683 -2.8% 4.0
１０億円未満 4,156 8.5% 4,517 8.2% -361 -8.0% 0.3
１０億円以上 11,283 23.0% 15,809 28.7% -4,525 -28.6% -5.7
小    計 15,440 31.4% 20,326 36.9% -4,886 -24.0% -5.5
合    計 49,155 100.0% 55,059 100.0% -5,904 -10.7%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．9月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 3,653 53.4% 4,231 48.5% -578 -13.7% 4.9

１億円未満 934 13.7% 1,168 13.4% -234 -20.0% 0.3

３億円未満 376 5.5% 441 5.1% -65 -14.7% 0.4

小    計 4,964 72.6% 5,842 66.9% -877 -15.0% 5.7

１０億円未満 200 2.9% 160 1.8% 40 25.1% 1.1

１０億円以上 886 13.0% 932 10.7% -45 -4.9% 2.3

小    計 1,086 15.9% 1,092 12.5% -5 -0.5% 3.4

　共  同  企  業  体 790 11.6% 1,800 20.6% -1,009 -56.1% -9.0

合    計 6,842 100.0% 8,734 100.0% -1,892 -21.7%

２．4月～9月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 20,096 40.9% 20,969 38.1% -872 -4.2% 2.8

１億円未満 6,247 12.7% 6,434 11.7% -186 -2.9% 1.0

３億円未満 2,758 5.6% 2,783 5.1% -25 -0.9% 0.5

小    計 29,102 59.2% 30,187 54.8% -1,085 -3.6% 4.4

１０億円未満 1,709 3.5% 1,421 2.6% 287 20.3% 0.9

１０億円以上 7,706 15.7% 9,442 17.1% -1,736 -18.4% -1.4

小    計 9,415 19.2% 10,863 19.7% -1,448 -13.3% -0.5

　共  同  企  業  体 10,637 21.6% 14,008 25.4% -3,370 -24.1% -3.8

合    計 49,155 100.0% 55,059 100.0% -5,904 -10.7%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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